
＜【再】様式第１号②＞

Ⅰ．事業主 申請事業主：

① 育児・介護休業関係規定の整備

年 4 月 1 １ ２

年 4 月 1 １ ２

② 再雇用制度の整備

年 4 月 1 日

年 4 月 1 日）

■ はい □

１ 定年 ２ その他 （ ）

※定年年齢以上であることが必要です。

■ はい □

③ その他の要件

□ はい ■ いいえ

■ はい □ いいえ

※1

Ⅱ．対象労働者

④ 労働者の属性

年 7 月 1 日
年 4 月 1 日
年 7 月 1 日

■ はい □ □ はい □

⑤ 退職時及び雇用履歴に関する情報

□ 妊娠 □ 出産 □ 育児 □ 介護
■

雇用履歴等（該当する番号を○で囲む）　※以下のア～エの全てが「無」であることが必要です。

１ 有 ２ 無

イ

a １ 有 ２ 無
b

ウ １ 有 ２ 無

エ １ 有 ２ 無

上記については、記載のとおりです。

印
※3

⑦
.
.

■ はい □

＜支給申請額＞

■ 中小企業 □ はい □ 有 （ 人 ）

□ 中小企業以外 ■ いいえ ■ 無

１．再雇用者１人目

対象労働者 支給申請額（Ａ） 対象労働者 支給申請額（Ｂ）

■ 中小企業 190,000円 ## □ 中小企業 190,000円 0
□ 中小企業以外 142,500円 0 □ 中小企業以外 142,500円 0

□ 中小企業 240,000円 0 □ 中小企業 240,000円 0
□ 中小企業以外 180,000円 0 □ 中小企業以外 180,000円 0

２．再雇用者２人目から５人目まで

対象労働者 支給申請額（Ｃ） 対象労働者 支給申請額（Ｄ）

□ 中小企業 142,500円 0 □ 中小企業 142,500円 0
□ 中小企業以外 95,000円 0 □ 中小企業以外 95,000円 0

□ 中小企業 180,000円 0 □ 中小企業 180,000円 0
□ 中小企業以外 120,000円 0 □ 中小企業以外 120,000円 0

円
支給申請合計額

（Ａ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）又は（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）の合計
＝ 190,000

人 × ＝ 円

（１）１回目の支給（再雇用後、期間の定めのない雇用契約で６か月の継続雇用後） （２）２回目の支給（再雇用後、期間の定めのない雇用契約で１年の継続雇用後）

支給単価 支給単価

人 × ＝ 円 ※生産性要件に係る支給申請の場合  ※生産性要件に係る支給申請の場合

× ＝ 円 ※生産性要件に係る支給申請の場合  ※生産性要件に係る支給申請の場合

支給単価 支給単価

１ 人 × ＝ 190,000 円 人

企業規模
生産性要件に
係る支給申請

であるか

 過去、同コースにおける支給申請の有無（今回の支給
申請に係る再雇用者を除く。）
「有」の場合は、前回の支給申請までの支給申請人数
を記入。

※生産性要件に係る支給申請であるかを「はい」と選択した場合は、「生産性要件に係る支給申請の場合」の支給単価を支給申請額に記入してください。
※１事業主当たり、５人目まで支給。

（１）１回目の支給（再雇用後、期間の定めのない雇用契約で６か月の継続雇用後） （２）２回目の支給（再雇用後、期間の定めのない雇用契約で１年の継続雇用後）

－ ２２２２
（署名又は記名押印） ○山　○子

詳細の算定方法については支給要領0302ニを参照してください。

再雇用制度について、労働協約又は就業規則に基づき運用しており、その対象となる労働者本人の申出に基づき運用してい
るか。 ※ 「いいえ」の場合、本助成金の支給を受けることができません。偽りその他不正の手段により助成金の支給を受けた
場合は、支給した助成金の全部または一部を返還していただきます。

いいえ

⑥
.

再雇用者
本人確認欄

連絡先電話番号 ０３ － １１１１

ア　退職後、再雇用に係る採用日の前日までに申請事業主・関連事業主と雇用、請負、委任の関係にあった、又は、出向、派遣、
     請負、委任の関係により当該事業主等の事業所において就労したことがあるか。

退職後、再雇用に係る採用日の前日までに、申請事業主と資本的・経済的・組織的関連性等からみて密接な関係にある次のいずれ
かに該当する関連事業主に雇用されていたか。

当該事業主と支給対象事業主のいずれか一方の発行済株式数又は出資の総額に占める他方の所有株式数又は出資の割合が
５割を超える
代表者が同一又は取締役を兼務している者がいずれかの取締役会の過半数を占めている

申請事業主の代表者又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内の血族及び姻族）であるか。

申請事業主又は関連事業主の事業所を退職する際、妊娠、出産、育児、介護、配偶者の転勤（転居を伴う転職を含む）及びこれらの
事由に基づく法律上の休業又は勤務制度の利用等を理由として、解雇された、又は退職勧奨その他不利益な取り扱いを受けたこと
があるか。

月
（被保険者資格取得日） (被保険者資格喪失日)

ⅴ 退職理由
配偶者の転勤（配偶者の転居を伴う転勤を含む）

30 日
ⅳ 在職期間(ⅱ～ⅲ)

4 年 6日
ⅲ 退職年月日

2015 年 9 月
ⅱ ⅰにおける採用年月日

2011 年 4 月 1

（１回目の申請時のみ）
期間の定めのない雇用契約の締結日から起算して６
か月の間の就労割合が５割以上であるか(※3) いいえ

（同一の労働者に係る２回目の申請時のみ）
期間の定めのない雇用契約の締結日から起算し
て６か月が経過する日の翌日から６か月間につい
て就労割合が５割以上であるか(※3)

いいえ

ⅰ 退職した事業所名 株式会社　両立商事 みなと支店 雇用保険適用事業所番号 1234-567890-1

雇用保険適用
事業所番号 1234-567890-1

雇用契約
期間等

期間の定めのない雇用契約日： 2020

再雇用に係る採用年月日： 2020

雇用保険被保険者となった年月日
（再雇用時）：

2020

支給対象労働者を採用した日の前日から起算して６か月前の日から１年を経過する日までの間に、支給対象労働者を雇入れ
た事業所において、雇用保険被保険者(※1)を事業主都合によって解雇（勧奨退職等を含む）したことがあるか。

支給対象労働者に対して、法令及び就業規則に基づく賃金の全額が支払われているか。

「雇用保険被保険者」は、短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除きます。

氏名 ○山　○子
雇用保険

被保険者番号 1111-1111111-2
再雇用した
事業所名称

株式会社　両立商事
みなと支店

再雇用制度の規定年月日(改正があった場合は直近の改正年
月日)及び種類（該当する番号を○で囲む）

2016
１ 労働協約 ２ 就業規則

（改正： 2020

再
雇
用
制
度
の
確
認
事
項

対象となる退職理由に、申請に係る退職事由（妊娠・出
産・育児・介護・配偶者の転勤（転居を伴う転職を含む））
が明記されているか。

いいえ

対象者の年齢制限を置いているか。
(該当する番号を○で囲む)

対象者を再雇用する場合に、退職前の勤務実績を評価し
て処遇を決定することを明記しているか。 いいえ

（2020年4月1日以降に再雇用を行っている場合はこの様式で申請してください。）

再雇用者評価処遇コース　詳細
株式会社　両立商事

育児休業制度の措置及び育児のための所定労働時間の短縮措置の規定年月日・
種類（該当する番号を○で囲む）

2013 日 労働協約 就業規則

介護休業制度の措置及び介護のための所定労働時間の短縮等措置の規定年月
日・種類（該当する番号を○で囲む）

2013 日 労働協約 就業規則

期間の定めのない雇用契約を締結し、雇用保険被保険者として６か月以上支給申請日まで継続
雇用している必要があります。

２０２０年３月３１日以前に再雇用制度を規定していた場合で
あっても、２０２０年４月１日以降に本助成金要領に沿って改
正し、要件を満たした場合は、改正後の制度適用者について
は支給対象となります。
その場合、改正の年月日を記載してください。
ただし、２０２０年３月３１日以前に本助成金要領の要件を満
たした再雇用制度を規定していた場合は、支給対象外です。

最初に規定した年月日を記入してください。ただし、最初の規定後、見直し
等により改正を行った場合には最新の施行日を記載してください。

記載例


